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独立行政法人名　労働政策研究・研修機構
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し
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1
デジタルモノクロ複合機
の賃貸借及び保守業務
について

総務課 12月1日入札
株式会社JECC
東京都千代田区
丸の内3-4-1

一般競争契約 1 18,280,900 5,114,340 28.0% 0

2
Web簡易版Gテスト（仮
称）就業者実験実施に
係る業務委託

キャリア支援 12月3日入札

株式会社クロス・
マーケティング
東京都新宿区西
新宿3-20-2

一般競争契約 2 9,195,010 5,500,000 59.8% 0

3

ＷＥＢモニター調査「多
様化する労働契約の在
り方に関するニーズ調
査（労働者調査）」の実
施に係る業務委託

調査部政策課題 12月11日入札予定 一般競争契約

4

郵送アンケート調査「多
様化する労働契約の在
り方に関するニーズ調
査（企業調査）」の実施
に係る業務委託

調査部政策課題 12月11日入札予定 一般競争契約

（注1）点検の対象となる案件は、令和２年度中に調達予定の案件で、新規案件のもの。

（注3) 予算決算及び会計令で定めている額以下の予定価格で随意契約（いわゆる少額随契）とするものは除く。

（注4）契約方式については、「一般競争契約」「指名競争契約」「企画競争」「公募」「競争性の無い随意契約」に分類して、記載する。なお、公募については、公募の結果、随意契約（企画競争除く）になったもののみ計上する。

（注5）競争性のある契約とは（注4）により分類した、「一般競争契約」「指名競争契約」「企画競争」「公募」のことをいう。

（注6）競争性のある契約について応札者数、応募者数を記載する。

（注9）点検の結果、指摘を受けた場合、当該契約において本来あるべき契約方式を（注4）の分類で記載すること（複数の可能性がある場合、１「一般競争契約」、２「指名競争契約」、３「企画競争」、４「公募」、５「競争性のない随意契約」の優先順で１つを記載すること。複数記入不可。）。
(注10)「見直し区分」欄には、見直し事項等を、１．「契約方式を変更せず、条件等の見直し」、２．「契約方式の見直し」、３「その他の見直し」と分類し、記載すること。

(注12) 契約方式が随意契約（企画競争、公募含む）で契約相手方が、(注11)の公益法人等である場合、当該公益法人等に当該独立行政法人の常勤職員であったものが、役員として、契約締結の時点で在籍していれば、その人数。

(注11) 契約相手が公益法人等の場合は"○"を記載すること。公益法人等とは、独立行政法人会計基準に示される「特定関連会社」、「関連会社」及び「関連公益法人」
並びに「関連公益法人以外の公益法人（特例民法法人、（公益、一般）財団法人、（公益、一般）社団法人、社会福祉法人、NPO、技術研究組合等）」をいう。

 (注7) 契約監視委員会等からの指摘事項については、指摘がある場合、該当する指摘欄（「入札、契約条件等の指摘」、「契約方式に関する指摘」、「その他の指摘」）いずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。
ただし、「入札、契約条件等の指摘」場合においては、「仕様書の内容」、「参加要件」、「公告期間の確保」、「その他の指摘事項」から複数選択することも可能。

 (注8) 指摘事項等に対する具体的取組みについては、該当する見直し欄（「契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う」、「契約方式の見直し」、「その他の見直し」）いずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。
　ただし、「契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う」場合においては、「仕様書の変更」、「参加要件の変更」、「公告期間の見直し」、「その他」から複数選択することも可能。

（注2）単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載する。
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労働政策研究・研修機構（JILPT）
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